
平成24年度決算と経営戦略について

株式会社 池田泉州ホールディングス

株式会社 池田泉州銀行

2013年（平成25年）5月



（目次）

※ 平成22年５月１日付で、当社子会社である旧池田銀行
と旧泉州銀行は、存続会社を旧池田銀行として合併し、
商号を池田泉州銀行に変更しております。このため、
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上記の理由により、本決算説明資料においては、池田
泉州銀行【単体】の計数について、各期の比較のため、
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行（平成22年５月以降は池田泉州銀行）と旧泉州銀行
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ております。
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1.平成24年度の業績

※ 平成22年５月１日付で、当社子会社である旧池田銀行
と旧泉州銀行は、存続会社を旧池田銀行として合併し、
商号を池田泉州銀行に変更しております。このため、
池田泉州銀行単体においては、合併後に残高・損益の
計数が以前と比較して変動しております。
上記の理由により、本決算説明資料においては、池田
泉州銀行【単体】の計数について、各期の比較のため、
平成22年度の計数は、特に記載のない限り、旧池田銀
行（平成22年５月以降は池田泉州銀行）と旧泉州銀行
（平成22年４月）の計数を単純合算したものを記載し
ております。

※ 平成21年度以前の計数は、旧池田銀行と旧泉州銀行２
行の単体ベースの計数を単純合算したものです。
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1.01.池田泉州ＨＤグループと池田泉州銀行の概要

設立日 昭和26年9月1日

所在地 大阪市北区茶屋町18番14号

代表者 代表取締役頭取 藤田 博久

資本金 507億円

店舗数 138ヶ店

店舗外ATM 214ヶ所（駅のATM 97ヶ所含む）

（平成25年3月末現在）

平成21年 10月 池田泉州ホールディングス設立

平成22年 5月
子銀行が合併

「池田泉州銀行」誕生

平成24年 1月 システム統合完了

平成25年
3月 ＭＵＦＧ持分法適用解除

5月 合併3周年

【大阪・兵庫の地銀における順位】

【経営統合と合併】

（大阪および兵庫に本店を置く地銀・第二地方銀行と比較
平成25年3月末現在／当行調べ）

【プロフィール】

【全国地銀における順位】

預金残高 H24年9月末 地銀 第18位

貸出残高 H24年9月末 地銀 第16位

不良債権比率 H24年9月末 地銀 第 5位

保険販売実績 H24年上期 地銀 第 7位

外貨両替取扱高 H23年以降 地銀トップクラス

（当行調べ）

預金
1位

（45,128億円）（35,967億円） 貸出
1位
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1.02.平成24年度の業績（損益の状況）

（単位：百万円）

（ホールディングス連結） 前年比

1 経常利益 10,905 12,806 1,901 
2 税金等調整前当期純利益 10,656 13,197 2,541 
3 当期純利益 3,810 10,102 6,292 

（銀行単体）

4 業務粗利益 ① 74,051 69,022 ▲5,029 
5 経費（▲） 50,759 47,642 ▲3,117 
6 実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 23,291 21,380 ▲1,911 
7 コア業務純益 14,031 13,163 ▲868 
8 国債等債券損益 ② 9,259 8,217 ▲1,042 
9 一般貸倒引当金繰入額（▲） ③ 2,410 ▲3,080 ▲5,490 

10 業務純益 20,881 24,460 3,579 
11 臨時損益 ▲13,164 ▲14,968 ▲1,804 
12 うち不良債権処理額（▲） ④ 6,969 12,335 5,366 
13 うち株式等関係損益 ▲459 ▲911 ▲452 
14 うち統合関連費用（▲） 4,583 1,911 ▲2,672 
15 経常利益 7,716 9,492 1,776 
16 特別損益 ▲280 ▲62 218 
17 税引前当期純利益 7,436 9,429 1,993 
18 法人税等合計（▲） 5,385 1,354 ▲4,031 
19 当期純利益 2,050 8,075 6,025 

20 コア業務粗利益 ①－② 64,792 60,805 ▲3,987 
21 与信関連費用 ③＋④ 9,379 9,255 ▲124 

H23年度 H24年度
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1.03.トップライン（コア業務粗利益）の状況

（単位：億円）
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1.04.資金利益

【資金利益の推移】

（計画）
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551 573
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H23年度 H24年度 H25年度

資金利益

（単位：億円）
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17,730 17,537 17,537

16,690 17,574 18,051

34,420 35,111 35,588

1.69%
1.55%

1.45%

1%

2%

0

25,000

50,000

75,000

H23年度 H24年度 H25年度

事業性貸出（左軸）

個人ローン（左軸）

利回り（右軸）

1.05.貸出金

【貸出金平均残高と利回りの推移】

（単位：億円）

（計画）

※

※

※事業再生子会社2社の残高（337億円）は含んでおりません。
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中小企業・個人事業主（左軸）

公共（左軸）

利回り（右軸）

【事業性貸出および地公体向け貸出】

1.05.1.貸出金（事業性貸出）

（単位：億円）

（計画）

※

※

※事業再生子会社2社の残高（337億円）は含んでおりません。
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住宅ローン新規実行金利（右軸）

17,342
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16,000

17,000

18,000

19,000

H23年度 H24年度 H25年度

期中平均残高（左軸）

住宅ローン利回り（右軸）

1.05.2.貸出金（住宅ローン）

【住宅ローン平均残高と利回りの推移】 【住宅ローン残高と新規実行金利の推移】

（計画） （年／月）

（単位：億円） （単位：億円）
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7,861 8,117 8,297
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43,591 44,297 45,056
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1.06.預金

【預金平均残高と利回りの推移】 【インターネット預金の推移】

（計画）

（単位：億円）
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1.07.有価証券

（単位：億円／取得原価）
（単位：億円）

【国債残高とデュレーション】

（その他有価証券で時価のあるもの）

【有価証券の含み損益の状況】

H24年3月末 H25年3月末

取得
原価

評価
差額

取得
原価

(前期比）
評価
差額

（前期比）

1 株式 620 ▲58 574 (▲46) 124 (182)

2 債券 6,550 25 6,521 (▲29) 24 (▲1)

3 国債 3,983 0 4,010 (27) 1 (1)

4 地方債 774 5 560 (▲214) 2 (▲3)

5 社債 1,792 19 1,951 (159) 20 (1)

6 その他 4,373 ▲84 3,954 (▲419) ▲54 (30)

7 合計 11,543 ▲117 11,050 (▲493) 94 (211)

3,383

3,983 4,010

1,578
1,247

0

2,500

5,000

7,500

10,000

H23年3月末 H24年3月末 H25年3月末

0

2

4
米国債・欧州の国債（左軸）

日本国債（左軸）

日本国債のデュレーション（右軸）
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1.08.平成25年3月末の預貸金残高

（単位：百万円）

（預金の種類別内訳・期末残高） H24年3月末比 H24年9月末比 

1 個人預金 3,566,886 3,609,570 3,619,531 52,645 9,961 
2 840,823 843,047 893,361 52,538 50,314 
3 一般法人 739,224 725,996 759,234 20,010 33,238 
4 金融機関 5,176 7,928 7,404 2,228 ▲524 
5 公金 96,422 109,122 126,722 30,300 17,600 
6 合計 4,407,710 4,452,618 4,512,893 105,183 60,275 
7 うち外貨預金 13,145 16,482 49,049 35,904 32,567 

（貸出金の種類別内訳・期末残高）

8 3,527,485 3,549,963 3,563,023 35,538 13,060 
9 事業性貸出金 1,768,632 1,797,897 1,806,060 37,428 8,163 

10 個人ローン 1,758,852 1,752,066 1,756,962 ▲1,890 4,896 
11 住宅ローン 1,720,255 1,714,965 1,721,077 822 6,112 
12 その他ローン 38,597 37,100 35,885 ▲2,712 ▲1,215 

※参考

13 3,527,485 3,549,963 3,596,774 69,289 46,811 
14 事業性貸出金 1,768,632 1,797,897 1,839,811 71,179 41,914 
15 個人ローン 1,758,852 1,752,066 1,756,962 ▲1,890 4,896 
16 住宅ローン 1,720,255 1,714,965 1,721,077 822 6,112 
17 その他ローン 38,597 37,100 35,885 ▲2,712 ▲1,215 

H25年3月末

法人預金

貸出金

貸出金

H24年3月末 H24年9月末

合算（銀行＋事業再生子会社2社）
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（計画）

1.09.役務取引等利益

（単位：億円）

【役務取引等利益の状況】
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1.10.預り資産（含む、個人預金）

【個人預金+預り資産の増加額】

年増率
2.63%

年増率
3.88%

（単位：億円）

【預り資産販売額の推移】

（単位：億円）

（計画）
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1.11.経費の状況

（単位：億円）

【経費の内訳と経費率】

（単位：億円）

（計画）

H23
年度

前年比 前年比

1 経費 507 476 ▲31 473 ▲3 

2 人件費 247 238 ▲9 225 ▲13 

3 物件費 232 216 ▲16 226 10 

4 税金 27 21 ▲6 22 1 

5 コアOHR 78.3% 78.3% 0.0% 72.9% ▲ 5.4%

H24
年度

H25
年度

(計画)

247 238
225232

216 226

27 21 22

合計 507 合計 476 合計 473

78.3% 78.3%
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1.76% 1.81%
2.37%
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再生子会社（左軸）

要管理債権（左軸）

危険債権（左軸）

破産更生債権等（左軸）

不良債権比率（右軸）

1.12.不良債権比率、金融円滑化法への取組み

（単位：億円）

【不良債権残高と不良債権比率】 【外部機関との連携した事業再生支援】

（H24.3 地銀平均3.01％）

目的

パートナーの持つ
ノウハウやネットワークを最大限に活用、
より実効性の高い事業再生支援に取組む。

子会社の
業務提携先

オリックス
ジェイウイル
パートナーズ

設立した子会社

池田泉州
ターンアラウンド
パートナーズ

池田泉州
コーポレート
パートナーズ

手法

対象債権を子会社へ分割
担当者も含め銀行から子会社に債権移管
取引先とのリレーションはそのまま継続

１．事業再生子会社２社の設立（H25年1月）

２．地域経済活性化支援機構・再生支援協議会
と連携した事業再生支援

（銀行+事業再生子会社2社）
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1.13.自己資本比率と資本配賦・リスクの状況

（単位：億円）
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自己資本比率

10.62% 自己資本比率

9.91%

TierⅠ比率

6.59%

TierⅠ比率

6.68% TierⅠ比率

6.32%

H24年3月

（RA24,236億円）

H24年9月

（RA24,402億円）

H25年3月

（RA24,956億円）

H25年3月 リスク配賦額

（合計996億円）

H25年3月 リスク量

（合計696億円）
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1.14.平成25年度の業績予想

【コア業務純益の見通し】 【利益計画】

（単位：億円） （単位：億円）

（計画）

（特殊要因控除後）

（ホールディングス　連結）

前年度比

経常収益 1,115 1,090 ▲25 

経常利益 128 120 ▲8 

当期純利益 101 110 9 

（子銀行単体）

前年度比

経常収益 997 960 ▲37 

経常利益 94 110 16 

当期純利益 80 100 20 

業務純益 244 180 ▲64 

実質業務純益 213 180 ▲33 

コア業務純益 131 175 44 

与信関連費用 92 55 ▲37 

H24
年度

H25
年度

（計画）

H25
年度

（計画）

H24
年度

183 175

Ｈ
２
４
年
度
コ
ア
業
務
純
益

貸
出
利
息
（
▲
）

預
金
利
息
（
＋
）

預
り
資
産
収
益
（
＋
）

そ
の
他
対
顧
利
益
（
＋
）

市
場
関
連
利
益
（
▲
）

そ
の
他
利
益
（
＋
）

経
費
（
＋
）

Ｈ
２
５
年
度
コ
ア
業
務
純
益



2.経営戦略について

※ 平成22年５月１日付で、当社子会社である旧池田銀行と旧泉州銀行は、存続会社を旧池田銀行として合併し、商号を池田泉州銀行に変更してお
ります。このため、池田泉州銀行単体においては、合併後に残高・損益の計数が以前と比較して変動しております。
上記の理由により、本決算説明資料においては、池田泉州銀行【単体】の計数について、各期の比較のため、平成22年度の計数は、特に記載の
ない限り、旧池田銀行（平成22年５月以降は池田泉州銀行）と旧泉州銀行（平成22年４月）の計数を単純合算したものを記載しております。

※ 平成21年度以前の計数は、旧池田銀行と旧泉州銀行２行の単体ベースの計数を単純合算したものです。
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2.01.池田泉州ＨＤグループの営業エリア

全国有数の
恵まれたマーケット

全国有数の
競争の厳しいマーケット

高密度の人口と事業者
アジア・チャイナ・ゲート

国際標準の先進プロジェクト

銀行の大激戦区
メガバンクの主要営業エリア

周辺地銀からの出店

人口(万人）

（東京）

（当行エリア）

（平成24年：総務相の統計データより）

10,047

1,270

1,349

（その他）

事業所数（万社）

（東京）

（当行エリア）

（平成21年：総務省統計データより）

77

487

72

（その他）

（今春開業したグランフロント大阪）

（H25.05.21日本経済新聞）

（当行調べ）

当行エリア内
銀行店舗数

全国の
メガ・信託
の支店数（当行）

138

577
473

577
1,080

818

（当行エリア）

（東京）

（その他）

（メガ・信託）（地方銀行）
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2.02.池田泉州銀行の特徴と３つの勝ち残り戦略

地方銀行 ～ 地域第一主義

地域のため、地域の皆様の
お役に立つことを目指します。

独立系地銀 ～ 最適な提案力

独立系のブランド力を高め、
お客さまへのニーズにお応えします。

都市型地銀 ～ 独自のサービス力

独自性を発揮し、
競合他行との差異化を図ります。

効率化
戦略

アライアンス
戦略

成長戦略（３つの独自戦略）

池田泉州銀行の特徴 ３つの勝ち残り戦略

地 域 第 一 主 義 お客さま第一主義

２

３

１

アジアチャイナ

先 進 テ ク ノ
プ ラ イ ベ ー ト
バ ン キ ン グ
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2.03.経営戦略は新しいフェーズ（飛躍フェーズ）へ

H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

新５ヵ年計画（前 中期計画）

（H25.4 スタート）

「新・３ヵ年計画」

（従来からの計画を見直し）

ﾏｰｹｯﾄ
効率化
戦略

ｱﾗｲｱﾝｽ
戦略

成長
戦略先進

テクノ

アジア
チャイナ

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ
ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

経営
戦略

リレーショナル地域金融グループ

フィービジネスの拡大・メイン化

ＢＰＲ・ファシリティ統合により
合併効果を最大化

ﾏｰｹｯﾄｼｪｱｱｯﾌﾟ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ戦略 グループ一体営業と独立採算

新商品・サービスの投入

企業価値向上
すべての
ステークホルダーに貢献

★持分法適用解除
(H25.3)

★システム統合
(H24.1)

★銀行合併
(H22.5)

合併
効果

飛躍フェーズ統合フェーズ
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140
131

210

165 168
183

0

100

200

300

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

2.04.「新・３ヵ年計画」

（単位：億円）

（計画）（計画）（計画）

１

２

法人税率引下げによる
繰延税金資産を取崩し（▲52億円）

リスク管理上、
含み損を抱えたヘッジ投信の処分損

（コア業務純益のマイナス）

（計画）（計画）（計画）

１ ２

【コア業務純益】 【当期純利益】

（単位：億円）

150

63

20

80

0

100

200

300

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
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▲23 
▲18 

▲32 

33 

51 
59 

▲23 

▲41 

▲73 

▲40 

11 

69 

▲100 

▲50 

0 

50 

100 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

単年度の合併シナジー

(実績と今後の見込み)

合併シナジー累計

(実績と今後の見込み)

2.05.過去のコア業務純益の状況

【過去2年間のコア業務純益の状況】 【合併以降のシナジー効果】

＋51

（特殊要因控除後）

0

新3ヵ年計画

（計画） （計画）

（単位：億円）（単位：億円）

165
168

183

Ｈ
２
２
年
度
コ
ア
業
務
純
益

貸
出
利
息
（
▲
）

預
金
利
息
（
＋
）

預
り
資
産
収
益
（
＋
）

そ
の
他
対
顧
利
益
（
▲
）

市
場
関
連
利
益
（
▲
）

経
費
（
＋
）

そ
の
他
（
▲
）

Ｈ
２
４
年
度
コ
ア
業
務
純
益
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2.06.池田泉州銀行の「新・３ヵ年計画」

【新・3ヵ年計画のコア業務純益の状況】

（単位：億円）

（計画）（特殊要因控除後）

183

210

Ｈ
２
４
年
度
コ
ア
業
務
純
益

貸
出
利
息
（
▲
）

預
金
利
息
（
＋
）

預
り
資
産
収
益
（
＋
）

そ
の
他
対
顧
利
益
（
＋
）

市
場
関
連
利
益
（
▲
）

経
費
（
＋
）

そ
の
他
（
＋
）

Ｈ
２
７
年
度
コ
ア
業
務
純
益
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2.07.1.アライアンス戦略①

（地銀唯一）

蘇州駐在員
事務所

中国・蘇州市
人民政府

海外
現地銀行
中国・タイ
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
韓国

海外
ビジネス

メガバンク
リース

証券

リース

カード

ｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｼﾝｸﾀﾝｸ

国内海外

地公体
商工会議所

連携
16市・町

大学連携
13大学

公的機関
銀行

シンク
タンク

（中国）
中国工商銀行
中国銀行
交通銀行

（アセアン）
カシコン銀行
ＢＮＩ
韓国外換銀行

国際協力銀行
日本貿易保険

日中投資促進機構
東京海上日動
日本通運

現地進出企業

堺市、箕面市、伊丹市、
岸和田市、豊中市、

川西市、池田市、吹田市、
摂津市、和泉市、貝塚市、
泉佐野市、松原市、宝塚

市、
高石市、熊取町

大阪大、神戸大、和歌山大、
大阪府大、大阪市大、

兵庫県立大、関西学院大、
甲南大、同志社大、関西大、
近畿大、龍谷大、立命館大

近畿経済産業局
産業技術総合研究所

中小企業基盤整備機構
日本政策投資銀行

三菱総合研究所
日本経済研究所

ＭＵＲＣ

三菱東京ＵＦＪ銀行
みずほコーポレート銀行

三菱ＵＦＪリース
興銀リース

芙蓉総合リース
日立キャピタル

アライアンス アライアンス
池田泉州銀行

池田泉州グループ

お客様

ＣＳ本部
（提案推進室）

お客さまリレーション本部

アジア
チャイナ

先進
テクノ

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ
ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
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2.07.1.アライアンス戦略②

堺

伊丹

箕面

岸和
田

豊中

川西
池田

摂津

和泉

泉佐
野

貝塚

松原

宝塚

高石

吹田

【融資ファンドの取組み状況】

市町村

名

締結

時期

ファンドﾞ

総額

堺市 Ｈ23.03 100

伊丹市 Ｈ23.11 30

箕面市 Ｈ23.11 30

岸和田市 Ｈ23.11 50

豊中市 Ｈ24.01 40

川西市 Ｈ24.02 15

池田市 Ｈ24.02 10

吹田市 Ｈ24.04 35

摂津市 Ｈ24.04 30

和泉市 Ｈ24.07 20

貝塚市 Ｈ24.08 10

泉佐野市 Ｈ24.08 20

松原市 Ｈ24.11 15

宝塚市 Ｈ24.11 10

高石市 Ｈ25.02 10

熊取町 Ｈ25.04 5

合計 430 

熊取

H22年
度

締結

H23年
度

締結

H24年
度

締結

H25年
度

締結

【地元自治体16市町と連携協定締結】 【交流会、エンカレッジ・フェア】

【多彩なアライアンスを活かしビジネスを創造】

【海外ビジネスサポート】

韓国

イン
ドネ
シア

タイ

ベト
ナム

ミャン
マーインド

マレー
シア

カンボ
ジア

シンガ
ポール

【蘇州事務所とアライアンスで海外ビジネスをサポート】

提携先
有り

行員
派遣

事務所
設置

行員派遣

国 提携銀行

中国
中国銀行
中国工商銀行
交通銀行

タイ カシコン銀行

インド
ネシア

バンク・ネガラ・
インドネシア

韓国 韓国外換銀行

中国

フィリ
ピン

ビジネス
交流会

ビジネス
エンカレッジ

フェア

参加企業数
3回累計：1,361社

来場者数
3回累計：17,800人

※合併以降

台湾

上海

蘇州
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2.07.2.効率化戦略

成果に報いるメリハリのある人事制度へ再構築
（評価制度・資格体系・報酬）

レベル別研修、階層別研修（若年・ｼﾆｱ・女性・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）
模擬支店活用等、研修制度の充実

人事諸制度改革

▲2503,600▲3853,8503,9404,235本体人員

H25年3月

比

H28年3月

（計画)

合併前

比

H25年

3月

H24年

3月

H22年3月

【合併前】

標準人員計画

「新事務センター」移行による
事務体制見直し

ファシリティ有効化・スリム化

新営業店端末「高度な営業店事務体制」

シニア層の活躍支援 （外部出向・グループ会社機能強
化）

平成24年度→平成27年度
人件費： ▲25億円
＝人員削減効果▲15億円

（本体人員削減 250人）
＋ 人事施策▲10億円

2929

【ＢＰＲ】 【人事戦略】
～ ポ ス ト 『 シ ス テ ム 統 合 』 ・ 効 率 化 ～ ～ 働 き 甲 斐 が あ る 「 誇 れ る 職 場 」 ～

事務人員
削減

業務効率化による本体人員のスリム化

店舗体制の見直し（業務フロー等）

女性幹部候補者の育成、若手職員の積極的登用
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2.07.3.成長戦略（アジアチャイナ）

川西
H25年2
月
開店 梅田

H22年7
月
開店

難波
H18
開店

利便性向上
（休日営業・時間延長）

旅行会社・航空会社
新関空会社
との連携

シェア拡大

関空
H06
開店

【海外ビジネスサポート】 【外貨両替】

（単位：億円）

（計画） （計画） （計画）

海外
進出先

海外進出
検討先

貿易
取引先

貿易取引
検討先

合計

「ニーズあり」回答先 503社 264社 976社 237社 1,980社

ニ
ー
ズ
内
訳

現地での
資金調達 103 58 63 14 238

現地での
販路開拓 164 62 237 89 552

現地での
調達先開拓 67 36 138 61 302

現地の
情報提供 259 294 818 219 1,590

合計 593 450 1,256 383 2,682

【 外 為 関 連 収 益 】

【 海 外 ビ ジ ネ ス ア ン ケ ー ト 【 複 数 回 答 】

あべの
ハルカス
H26年春
開店

（計画） （計画） （計画）

ネットワーク拡充

海外でのビジネス経験者を多数配置
海外アライアンスを通じた

現地でのビジネスサポート
国内からのサポート体制整備

（国内からの貸付・スタンドバイＬＣ 等）

アジア
チャイ
ナ

【 外 貨 両 替 取 扱 高 】

（単位：百万ドル）

0

200

400

600

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

0

5

10

15

20

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

外貨両替以外 外貨両替
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2.07.3.成長戦略（プライベートバンキング）

事業承継提案

資産承継提案

資金運用提案

信託代理店業務

ローンアレンジメント

Ｍ＆Ａ

【中長期】

【 法 人 ・ 個 人 一 体 】

【 幅 広 く 】

【プロフェッショナル】

Ｍ＆Ａ、ローン、資産有効活用等収益Ｍ＆Ａ、ローン、資産有効活用等収益

資金運用提案収益資金運用提案収益

・相続税大幅改正 ⇒ 保険の活用
非課税枠、納税資金確保、遺産分割機能）

・経営者高齢化、後継者問題 ⇒ 事業承継・Ｍ＆Ａ
・ｴﾈﾙｷﾞｰ、医療分野での大規模資金調達ﾆｰｽﾞ ⇒ローンアレンジメント
・相続対策による収益物件・高齢者住宅の建設ﾆｰｽﾞ ⇒ 資産有効活用

【ビジネスモデル】 【手数料ビジネス強化】

プライ
ベート

バンカー

弁護士
税理士
会計士

【 プ ラ イ ベ ー ト バ ン キ ン グ 本 部 の 収 益 計 画 】

（計画） （計画） （計画）

0

5

10

15

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

資金運用提案

M&A、ローン等

（単位：億円）
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大学・
公的研究機関

企業

2.07.3.成長戦略（先進テクノ）

（平成15年スタート）

ニュービジネス
助成金

応募総数：1,401件
受賞件数：141件
総額：100百万円

優良中小・
中堅・大企業

取引先
（約400社）

+
新規先

ベンチャー企業・
中小企業

優良助成金先
（約1000先）

+
取引先

技術
売

技術
買

応募先数
1,912社
助成金

370百万円
（累計）

産学官連携

先進企業の応援

先進の医療

省エネ技術

バイオ技術

蓄電池
研究

スマート
コミュニティ

技
術

マ
ッ
チ
ン
グ

【助成金制度】 【ビジネスモデル】

地 域 活 性 化 ・ 地 域 雇 用 の 創 造

研究開発

技術開発

製品化・事業化

融資

研究開発費
新製品販売に係る

事業資金 等

助成金

（平成16年スタート）

コンソーシアム
研究開発助成金

応募総数：511件
受賞件数：128件
総額：270百万円

H25年5月
関西活性化
融資ﾌｧﾝﾄﾞ
Ⅰ（ワン）

創設
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2.08.地域第一主義の実践～「池田泉州ブランド」の育成

地元自治体
や大学との

連携

ビジネス
エンカレッジ

フェア

泉州国際
市民

マラソン

グローバル
ビジネス
サポート

運用・相続
の相談

外貨両替

駅のATM

PatSsat

電鉄との
提携カード

店外
ATM

地域
ブランド
応援
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メイン
化

個人取引先数 202万 先 230万 先

給与振込み口座 22万口座 30万口座

年金振込み口座 24万口座 30万口座

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ会員数 17万口座 30万口座

2.09.1.マーケット・シェアアップ（個人）

駅のATM（PatSat）
関西地銀初の証券子会社

主要１３大学との連携・学生アプローチ

取引事業所・連携自治体職域取引

住宅ローン先接点増加・クロスセル

外貨両替ネットワーク

多機能ICカード

店舗網・コンビニATM

商品・サービスを多面的展開（コンシューマーファイナンス・クレジットカード戦略）
ＰａｔＳａｔエリア拡大／外貨両替／住宅ローン＋保険／日本版ＩＳＡ／相続・贈与関連／カードローン

銀証連携営業→ターゲット層の拡大
プライベートバンカーによるオーダーメイド提案／投信・保険先のアフターフォローの充実

南海電鉄との提携で南大阪エリアへ拡大
さらに提携路線拡大へ

Ｃ ・ Ｒ ・ Ｓ
（ コミュニケーション ・ リレーション ・ ソリューション ）

3年後
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2.09.1.(参考）.証券子会社について

（東海東京フィナンシャルホールディングス H25.3月期ＩＲ資料より）

（実績・スピード・効率性等を踏まえ選択）

東海東京フィナンシャルグループの実績

100%
出資

60%
出資

40%
出資

グループ一体で
地域のお客様に

総合金融サービスを提供

証券子会社

【設立形態】 【先行事例】

地域金融機関・地方銀行の証券会社 設立事例

単独での
新規設立

証券会社との合弁
地場証券
の買収

（既に３行と実績あり）

東海東京フィナンシャルホールディングスの
提携合弁会社における預かり資産の推移

平成25年9月
開業に向け

現在
認可申請中
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メイン
化

2.09.2.マーケット・シェアアップ（法人）

充実したグループ機能活用
リース・証券子会社・
キャピタル・シンクタンク

独自戦略の有効活用と機能強化
【アジアチャイナ本部】 ：中国蘇州のノウハウをASEAN・韓国へ展開
【プライベートバンキング本部】 ：高まる事業承継・M&A・資金運用ニーズに対応

医療・介護等成長分野への展開
【先進テクノ本部】 ：先進・成長企業との取引機会拡大

アライアンス機能の活用
地公体連携・産学連携
海外ビジネス・公的機関・金融機関

3年後

メイン化による適正金利・採算性の確保
金利引き下げ競争と一線を画す付加価値の提供 ～総合取引による採算性確保～

成長分野への経営資源投入
～医療・介護・環境・国際戦略特区～

マーケティングの見直し
データベースの再構築

最適な
提案

①
ニーズ
把握

②
担い手
強化

③
主要
施策

Ｃ ・ Ｒ ・ Ｓ
（ コミュニケーション ・ リレーション ・ ソリューション ）

融資取引先数 15,500 先 20,000 先
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地域の皆様に愛され
地域で最も信頼される金融グループ

2.10.池田泉州ＨＤグループの企業価値向上（ＣＳＲ）

金融仲介機能の発揮
おもてなし向上
ライフステージに応じた

サポート

地域経済・社会への貢献
地域コミュニティへの貢献
環境保全への貢献

仕事満足度の向上
働きやすい職場・成長支援
ワークライフバランス

安定的な配当
株主還元率等の検討

株主
投資家

従業員

地域社会お客さま

経営
理念

地域金融の提供という本業等を通じて、
全てのステークホルダーからの期待にお応えする
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2.11.池田泉州ＨＤグループが３年後に目指す姿

地域貢献を地域貢献を
実践するための実践するための

「幅広いご縁」と「進取の精神」を大切に、
お客様のニーズに合ったサービスを提供し

地域の皆様に「愛される」金融グループを目指す

関西No.1のリレーショナル地域金融グループ
～ 地域の皆様からのご支持No.1 ～

コア業務純益

210億円以上

当期純利益

150億円以上

コアＯＨＲ

60％台

コア資本比率

10％以上

強固な
「地域リレーション」

多彩な
「アライアンス」

地域の皆様に愛され、最も信頼される金融グループ

金融仲介機能の発揮 地域への貢献 企業価値の向上

オリジナルな
「グループ機能」

仕事満足度の向上

経営
理念

目指す
べき姿

お客さ
ま

地域社
会

株主
投資家

従業員

高品質な

商品
サービス

ネットワーク

収益力
強化

社会的責任
（ＣＳＲ）
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平成25年９月
開業予定

最低限の計画は
＜３年目黒字化＞
＜５年目累損解消＞

2.12.池田泉州ＨＤグループが目指す経営指標

【池田泉州銀行が３年後に目指す経営指標】

平成25年３月末 平成28年３月末

預金残高 4.5兆円 4.8兆円

貸出金残高 3.6兆円 3.8兆円

有価証券残高 1.2兆円 1.3兆円

投資信託販売額 1,118億円 1,700億円

保険販売額 907億円 900億円

コア業務純益 131億円 210億円以上

当期純利益 80億円 150億円以上

コアＯＨＲ 78％ 60％台

本体人員 3,850人 3,600人

自己資本比率 10.39％ 10％以上

証券子会社の
戦略・収益

（開業認可申請中）

他の関連会社の
戦略・収益

【今後計画に織り込む事象】





本資料には、将来の業績、目標、計画等の将来に関する記述が含まれています。

こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報に基づき、本資料の作成時点における予
測等を基礎として記載されています。また、これらの記述のためには、一定の前提（仮定）を使用
しています。これらの記述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来において不正確である
ことが判明したり、将来実現しない可能性があります。

当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項について
は、決算短信、有価証券報告書、ディスクロージャー誌、アニュアルレポート等、当社が公表いた
しました各種資料のうち最新のものをご参照ください。

本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本書の日付（またはそこに別途明記された日
付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有
しておりません。

また、本資料に記載されている当社ないし当社グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報
等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も行ってお
らず、また、これを保証するものではありません。

なお、本資料に掲載されている情報は情報提供のみを目的とするものであり、証券の勧誘のための
ものではありません。


